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は じ め に
1980年代後半,世 界経済は新 たな歴史的転換期 を迎えた。その 「転換」 はま
ず第二次世界大戦後,戦 前 と質的に異 なる歴史的条件の一つであった二つの体
制の存在が ソ連 ・東欧の社会主義制度 の崩壊 によって一変 した ことに求め られ
る。また同時 に,二 つの世界経済の主軸である資 本主義世界経済 においてアメ
リカ一国優位の後退が この時期 に一層加速 した ことと,中 国 ・ベ トナムな どア
ジアの現存社会主義諸国が市場経 済化 に積極的に乗 りだ した ことに求め られる。
筆者は この時期 を世界経 済 にお ける新たな歴 史的段 階 と して受 け とめ,こ の
「転換」後 における世界経済の運 動 と構造 を解 明す ることを課題 としてい る。
当然 この研究 は,戦 後資本主義世界経済 に貫かれ て きた,世 界大での資本の集
積 ・集中過程の普遍的法則 をその第一の前提 と している。その上で,先 進国企
業間の競争 と協調 の内実 と方向,発 展途上国の企業 と産業の包摂の態様 の変容,
旧現社会主義国経済の新たな包摂過程,こ れ らの重層 的連関性 を究明す ること
に努めなければな らない。
周知 の通 り,日 本 は1973・4年のオイル ・ショックを契機 に,輸 出指向型企
業はよ り安 いコス トの生産基地 を求めて海外へ,特 にアジアへ進出せざるを得
なか った。1980年代後半 にも同 じ状況が現われ,企 業の海外 直接投資 は一層加
速 してい る。その影響力 は強 く,ア ジアNIEsは勿論,ASEAN・中国全土 に.
も大 きなイ ンパ ク トを与 え,ア ジア経済の 「一体化」 に油を注 ぐ結果 となった。
つま り,ア ジアNIEs企業 もまた 日本企業 と足並 を揃えて,ASEAN,中国,
アジア経済の国際的重層構造について(77)77
ベ トナムといった,よ り経済的発展の遅れた地域 を自ら包摂す るようにな り,
ひいてはASEAN企 業の中国,ベ トナム,ラ オスな どの現存社会 主義国へ の
進出 も次第 に活発 にな って きた。 この結 果,日 本企業 に加 えて,ア ジアNIEs,
ASEAN企業 もアジア経済の 「一体化」の主要な アクターと して登場 した。
筆者 の研究 課題 は,1980年代後半 以降,加 速化 してい る世界経 済の 「一体
化」 の中で,他 の地域 よ りダイナ ミックに連鎖的な包摂過程が進んでい るアジ
ア経済 の国際的連関の総体 的なメカニズムを明 らか にす ることによって,今 日
の世界経済の構造 と運動法則,そ してその主体の行動 の究明につ なげることに
ある。そのために本稿では,こ の研究領域で積極的な問題提起 となった,杉 本
昭七氏 の 「世 界経済融合化論」 アプローチを採用 しユ,,アジア経 済 にお ける重
層 的連 関性 を,即 ち,日 本一 アジアNIEs-ASEAN一現存社会 主義国 とい っ
た,経 済発展水準の高い地域か らよ り遅れた地域 への 「階層的」包摂過程を,
韓国の直接投資分析を通 して考察す る。
以下 第一章 では,1980年代以降世界経済一体化の主要動 因の一つ を先進国企
業 間の国際戦略提携 とい う新 しい国際独 占資本間関係 に求めている杉本昭七氏
の研究 に学 び,さ らに先進国企業 と途上国企業 との提携関係 を非戦略的(・ 従
属的)国 際提携 として論 じる新 しい視角 を取 り入れて2),多国籍企 業の世界的
蓄積行動,そ の中で も,主 に1980年代 に変化が現れ た韓 国をは じめ とす るアジ
アNIEs企業 と先進 国企業の間での提携 関係 を検討 してい く。続 く第二章では,
と りわ け,ア ジアNIEsの中で韓国 を取 り上げ,そ れ によるASEAN,ア ジ
アの現存社会主義諸国の包摂過程 を対外直接投資 を中心 に分析する。
1ア ジア経済の 「一体化」
社会主義世界体制の形成(=二つの体制),民族国家の族生(植民地体制の
1)杉 本昭七 「現代 日本経済 の国際構造一 アジア型世界経済融合化の道一 」.KIER9120,京
都大学経済研究所(1991年9月)を参照されたい。
2)榎 本里司 「半導体産業における提携」,大阪市立大学経済研究所 「季刊経済研究』Vol・14,
No.2(1991年,秋)。
78(78)第152巻 第1・2.弓.
崩壊),軍事国家独 占資本主義 としての アメリカ一国の優位,と い う1950-60
年代初頭に成立 した戦後世界経済体制の もとで,資 本主義世界経 済における資
本の運動の主体 は多国籍企業であ った。従 って,戦 後世界経済の運動 を解明す
るにあた っては当然 この運動主体 の行動 に焦点を合わせ なければな らない。
多 国籍化 の過程 は,1950年代末か らのアメ リカ企業 の 「独 占」時代 を経て,
70年代か らの欧州企業 と日本企業の多国籍化,そ して80年代 の 日本企業の本格
的多 国籍化,こ れに加 えて80年代後半のアジアNIEs企業のそれへ と進んだ3,。
以下,①1980年代後半の先進国多国籍企業間の国際戦略提携の更 なる拡大 と,
②先進 国多国籍企業と発展途上国企業の非戦略提 携の進展(・ 対発展途上国直
接投資の 「新形 態」の拡大 とすみ分 け),そ して③新た に台頭 したNIEs企業
の対後発途上国直接投資への展開,と い う三つの 「局面」をそれぞれ関連づ け
て論 じてい き,④ アジア経済の重層 的構造 とい う視角で総括 をお こな うことに
す る。
1.国際戦略提携の拡大 と国際非戦略提携
世界の直接投資は80年代,特 にその後半に飛躍的 な拡大 をとげて きた。その
特徴 と しては何 よ りも,日 ・米問,日 ・欧間の投資が拡 大 して,70年代 まで に
米 ・欧間が主流であ った先進国間の投資 に日本が加わ り,こ の面で三極化が進
行 していることが あげ られる4】。勿論 その背景にあるのは,世 界 的規模で展 開
してい る米 ・欧 ・日多国籍企業間の独 占強化 と独 占資本間競争の激化である。
従 ってこれ らの 「競争」の結果で あり,前 提で もある先進国企業 間,先 進国企
業 と途上国企業 間のいずれの提携 も,こ のような独 占的 な市場秩序 の中での展
3)雑 誌 「フ ォ ー チ ュ ン」(1992年7月27日)は,1991年の 製 造 業 企 業 の 販 売 額 上 位500杜を示 して
い るが,そ の 国 別 企 業 数 は,米 国157,日本119,英 国43,ド イ ツ33,フ ラ ン ス32,ス ウ ェー デ ン
14,韓国13,ス イ ス10,カ ナ ダ9,イ タ リ ア7,オ ラ ン ダ7,フ ィ ン ラ ン ド6,イ ン ド6な ど,.
先 進 国 企 業 が ほ とん どで あ る中 で,韓 国 企 業 が 第7位 に ラ ン ク され て い るの に注 目 した い 。
4>日 本 の 対 外 直 接 投 資 は91年に 前 年 比36%減 の307億ドル と大 き く落 ち 込 ん だ が,89年 か ら3年
連 続 して 世 界 第 一 位 の 地 位 を 占 め て い る。(日 本 貿 易 振 興 協 会 編 『ユ993ジェ トロ 白 書 投 資 編,世
界 と 日本 の 海 外 直 接 投 資1,1993年2月,4ペ ー ジ)
アジア経済の国際的重層構造について(79>79
開である以上,独 占的規定 をうけている。そ して後者 の提携の場合は非戦略的
な支 配 ・従属型の関係 となる。
日本企業 はハイテ ク産業技術 「開発力」水準で遅れてお り,1980年代 を通 じ
てハ イテク分野 における国際的 な技術 開発提携 に踏み切 らざるをえなか った。
その過程で 自動車 ・電気 ・電子分野の中の高い技術分野,ま た米 ・欧優i位の先
端技術分野へ と,日 本企業 の参人分野が次第に広 まるにつれて,世 界 的規模で
の先進国企業間の競争 がますます激 しくな り,互 いに相手 国市場 に立地 しなが
ら技術開発,生 産,販 売 を強化す る企業間相互投資の性格が一段 と強 くなった。
また これ と同時 に1980年代後半以降は,世 界を舞台 とした国際的提携 関係 の
広範 な展開で特徴づ け られ る。一般的 に,共 同製品開発,生 産 ・販売協力,
OEM供 給(=相 手先 商標 による製造)な どを通 じた企業 間の提携 は,日 ・
米 ・欧の市場 において摩擦 を引 き起 こさず インサ イダー化す る方法 として,ハ
イテク分野での競争が膨大 な費用 と高い リス クを伴 うことか ら,そ れ らの節
約 ・分散 のために,ま た弱体化 した事業部門を成功 している企業の ノウハ ウ導
入で再活性化 させ るなど,い わ ば積極 的な企業戦略 と して展 開す るので,戦 略
的提携 と呼 ばれ ている5,。これ らの提携 の多 くは資本参加 を伴 う既存の直接 投
資の カテゴ リーには含 まれて こなか った ものであ る。
第1図 で,戦 略提携が先進国間で圧倒的 に行わ れてい ること(76%),また
業種別で は自動車 ・重電 と航空 ・宇宙 ・テ レコム ・コ ンピュー ターな どの基幹
産業 と先 端技術分野で ほとん どが占め られている(87%)ことが判 る。 とこ.う
が,世 界的 な規模で競争が激化す る中でのこの国際提携は,先 進国企業 間だけ
に限 らず,一 部の発展途上 国の巨大企業まで取 り込ん.でお り,今 日の企業の国
際 間結合形態 としてます ますその比重 を伸ば してい くに違 いない(第1図 で
米 ・EC・,日本 ・それ らの相互間を除 く16%は,その殆 どが途上 国企業の関与
した もの とみなされ る)。このよ.うな先進 国企業 間を中心 に,一 部 の発展途上















自 動 車 宇宙空港 テ レコム コ ン ピュ 重 電 その他
一 タ
24.0 19.0 17.0 14.0 13.0 13.0
(注)調 査 対'象:1.028件,調査 期 間:79-85年
(資料)L'IMPRESSA,1990.1
た だ し 「1991ジェ トロ 白 書 ・投 資 編 」,日 本 貿 易 振 興 会,1991年,19頁。
本間競争 に勝 ち抜 けるための独 占の更 なる強化 と市場支配の手段であ り,ま た
途上国企業に対 す る 「包摂」のすみ分 けを結果す る ものであ ることは言 うまで
もない。
2.投 資 の 「新 形 態」(=国 際 非 戦略 提携)の 拡 大 とす み 分 け
1980年代 の世 界 の直接 投 資 の特 徴 と して も う一つ 指摘 で きるの は,発 展 途 上
国で の 直接投 資 の ウ ェイ トが 全体 的 に低 下す る中 で,ア ジア地域 へ の投 資 が 急
増 して い る こ とと,し か も,そ の受 け入 れ 国 ・地域 が 次 第 に ア ジアNIEsか ら
ASEAN,そ して 中 国へ と シ フ トしてい る こ とで あ る。 ま た88年対ASEAN`
投資(金 額 ベー ス)で,ア ジアNIEs4力 国が 日本 を上 回 って 以来 その地 位 は
続 い てお り,対 中 国,ベ トナ ム投 資 で は91年末 まで の統計 で 香 港 と台 湾が それ
アジア経済の国際的重層構造について(81)81
そ れ一位 を 占 めてい る(第 二位 は中 国で は 台湾が,ベ トナ ムで は香港 が 占 め て
い る>61。
以 下,先 進 国企業,主 に 日本 企業 に よる アジ ア地域 の包 摂 過 程 を論 じる こ と
にす る。
1960年代 末 以 降,主 に対 途上 国投 資 で,日 ・欧 企業,特 に 日本 企業 の多 国 籍
化 の流 れ と ともに増 えて きた のが,従 来 の米 国企 業 の直 接投 資 とは異 な る 「新
形 態 」 の投 資 で あ る。C.オ ー マ ンは,株 式 所 有 に基 づ か な い 国 際提 携 を 「投
資 の新 形 態」 と して論 じた が,そ の投 資 に は,合 弁(少 数 持 株 の),ラ イセ ン
ス協 定,フ ラ ンチ ャイ ジ ン グ,経 営 契約,タ ー ンキイ契約,プ ロ ダク シ ョン ・
シェ ア リ ング契 約,リ ス ク ・サ ー ビス契 約,国 際 的下 請 け(下 請 企 業 は現 地 資
本 が 少 な く とも過 半数 支 配)な ど様 々の形 態が あ るが,い ずれ も被 投 資 国 にお
ける投資 プ ロジ ェク トに対 し,外 国企 業 は資 産 を構成 す る有形,無 形 の財 を供
給 す るが,資 本 に よ る企 業 自体 の所 有 は しない,と い う共 通項 を もつ 国際事 業
活動 で あ る7,,とな ってい る。 この よ うに,国 際 投 資 の新 た な形 態 に着 目 し,
新 しい 問題 を提 起 した こ とには評価 を与 えな けれ ば な らない 。 しか し彼 の い う
「投資 の新形 態 」 に は個 々の 「契約 」(・提 携)に 力点 が おか れ て はい る もの の,
企業 の多 国籍 化,つ ま り海 外 生産拠 点 と して の位 置づ け,さ らに何 よ りもそれ
に よ る新 た な企 業支 配 関係 の形成 の視 点が 欠落 してい る。 ところで,彼 のい う
投資 の 「新形 態 」 は,所 有 関係 が軽 視 され て も,戦 略 製 品分 野 の多 製 品 的統 合
(=市場 支 配)に よ って支 配で きる国 際非 戦 略提 携 と よばれ る国 際企 業 間 関係
と1司義 と肥 える こ とが 可 能 であ ろ う。
実 際 に,1970年代 以 降 日本 企 業 の対 アジ ア途 上 国投 資 は,途 上 国政 府 の規 制








す なわ ち,原 料 と部 品 は本 国か ら持 ち 出 し,安 い労 働 力 を利 用 した労 働集 約 的
な加工 や 組立 の工程 を行 い,生 産品 はす べ て輸 出す る,国 際 下 請 け生 産 を通.し
た いわ ゆ る 「生 産効 率指 向 型 」投資 で あ った。 この よ うに,過 半 数 出 資で はな
い.新しい 形態 の 直接 投資,.即ち技術 提携,合 弁,生 産 設備 ・部 品供給 な どの形
態 を通 じて,途 上 国 企業 を 自社 の支 配 下 に お くことが可 能 で あ る とい うこ とは
極 め て重 要 な 問題 で あ る9〕。 これ は下 請 け生 産 の国 際 的再 編 成 の過 程 で もあ っ
た。
ところが,ア ジ アNIEs企 業 との 間で1980年代,と りわ け後半 に はい る と,
自動 車 と電気 ・電 子 分野 にお い て主 に先 進 国企 業 間で み られ て い た 「現 地 市場
指 向型 」 や 「国際 企 業協 力 型」 の提 携 関係 が,顕 著 に増 加 した。 それ は,技 術
提 携,共 同生 産 ・生 産受 託 な どの生 産提 携,OEM生 産 にみ られ る生 産 委託,
部 品 ・中 間財 の調 達 面で の提 携,マ ーケ テ ィング提 携 な ど企業 活動 の全行 程 に
わ た って い る。 これ は,投 資 の 「新 形態 」 に よ る提 携 関係 が ア ジアNIEs企 業
を 国 際下 請 関 係(=「 生 産効 率 指 向 型」)か ら 「現 地 市 場 指 向 型 」 や 「国 際企
業 協力 型 」 へ とそ の 重 点 を シ フ トした こ と を表 して い る。つ ま り,80年代 に
入 って この分 野 で激 化 しつ つ あ る国 際的独 占資本 間競 争 に よ って,か つて 国際
下 請 け と して 包摂 され て いた ア ジ アNIEs大 企 業 が新 た な 「包 摂」 過 程 に入 っ
た こ とを意味 す る。 また ア ジアNIEsの 中小 企 業 も この よ うな世界 的規模 で の
独 占的 規 定 を余儀 な くうける こ とに な る。 当然 この ミク ロ(・ 企業)レ ベ ルの
変 化 は 当然 マ クロ(・ 産 業)レ ベ ル を変 容 させ る こ とにな る。
例 え ば,80年代 後半 の 電気 ・電 子 分野 にお け る 日本 企業 の対 韓直 接投 資 で は,
完 成 品 の民生 用 完成 品 部 門の ウ ェイ トは顕著 に低 くな り,比 較 的ハ イ テク分野








と同時に,民 生用部 門にお ける国際非戦略提携が技術 開発提携 ,生産提携,販
売提携 と広範囲 に広が った。
技術提携 の面では,1970年代後半以降韓国の技術導入件数は大幅に増加 して
お り,そ の中で 日系企業 をは じめ とす る外国人投資企業による技術導入はその
比重 が低 下す る傾向がみ られ,直 接投資 と関連 しない技術 導入が増加 している
ことが うかがえ るu)。これは産業構造の転換 に伴 って,導 入技術 に対 する要求
が多様化 した ことに大 きな原因があ り,外 国資本 もまた,直 接投資を伴わ な く
て も,よ りよい条件で技術 を販売する ことによって,費 用 の早期回収が可能で
あ るか らであろ う。実際 に技術導入は先端分野で次 第に活発 にな ってお り,ま
たハ イテク分野での国際的独 占資本 間競争の激化 とも相 まって,1980年代後半
になると,「国際企業協力型」提携 は,半 導体 ・テ レコム ・コンピュー ターな
第1表:日 本 企業 とア ジア企業 との形態 別国際 提携(1986-88/6)(単位:件 数)
直接投資 ラ イセ ンス協 定 生産協力 OEM供 給
韓 国 127 98 44 9
台 湾 209 51 43 8
香 港 39 5 9 1
シ ンガポー ル 113 3 4 0
ア ジアNIEs(A) 488 158 100 18
タ イ 129 21 6 0
マ レ ー シ ア 62 5 2 0
ブ イ リ ピ ン 28 5 2 0
イ ン ドネシ ア 45 16 8 0
ASEAN(B) 264 47 18 0
中 国(C) 85 107 38 ユ
アジア太平洋 837 312 156 19
(A+B+C>
(資料)日 本経済新聞のNEEDSシステム
ただ し,伊藤弘文 ・徳永正二郎編 「アジア太平洋経済の成長と変動」,九 州大学出版会,
1992年4月,63ペーージ。
11)r外国人投資白書』,韓国経済企画院1991年参照。
も う一つ 指摘 で き るのは ア ジ ア
NIEsの中で の 比 較 で あ る。 韓
国 は他 の ア ジアNIEs諸 国 と比
べ て,従 来 の直接 投 資 に対す る
ラ イセ ン ス協 定,生 産 協 力,
OEM供 給 の 比率 が と りわ け高
く,台 湾 が これ につ いで い る。
この こ とは,韓 国 ・台湾 が 高 い
技 術 レベ ルを前提 条件 とす る ラ
イ セ ン ス.協定,生 産 協 力,
OEM供 給 へ の シ フ トの度 合 い
が 大 きい こ とを うかが わ せ る。
これ との関連 で 次 の表 を参照
す る と,更 に その 違 いが 明確 に
な る。 第2表 は 日系企 業 の韓 国
84(84)第152巻 一第1・2号
どの先端技術分野 にまで広が ってお り,こ の ような形 での国際非戦略提携は今
後一層拍車がかか るだろう。
第1表 は 日本企業の対 アジア投資 の 「新形態」 を,直 接投資,ラ イセ ンス協
定,生 産協力,OEM供 給 とに分 けて表示 した ものである。 この表 は円高傾向
が始 まって2年 半の間の もので,全 産業 に及んでい るので具体的な分析 はで き
ない ことを前提 に した うえで,こ の表か らい えるのは,従 来 の直接投資(株
式 ・持分)だ けが唯一の提携関係で はないことであ る。次は 日本 との提携 関係
の違 いが,ア ジアNIEs企業 とASEAN企 業 とで そのすみ分 けが は っきり現
れてい ることであ る。即 ち,従 来の直接投 資 に比べて 「新 形態」 の投 資が対
ASEANには相 対的 に少ない こと,と りわ けOEM供 給 はまった く含 まれて
い ない ことであ る。 また対 中国投資 で は上 で述 べた 「出資な き実質的経 営支




食 料 品 4.4 1.2
繊 維 25.5 2.9
木 材 ・パ ル プ 0.0 0.2
化 学 10.6 4.1
鉄 鋼 0.7 2.1
非 鉄 金 属 17.4 2.2
一 般 機 械 3.0 6.2
電気 ・電子気器 27.9 56.3
輸 送 機 械 3.3 10.8
精 密 機 械 0.9 5.2
石 油 ・ 石 炭 0.0 0.0
そ の 他 6.3 8.8
製 造 業 全 体 100.0 100.0
(注)他NIEs:台 湾,香 港,シ ン ガ ポ ー ル
(資料)r東 京 銀 行 月 報 』,第43巻,第8号,東 京 銀 行,
1991年8月,17ペー ジ よ り。
アジア経済の国際的重層構造について(85)85
と他 の ア ジ アNIEsで の 現 地法 人 の売上 高 に占め るシ ェア を業 種 別 に示 して い
るが,電 気 ・電子機 器 と輸 送機 械で 相対 的 に韓 国 で の シ ェ アが低 い。 この こ と
は韓 国 企業 の これ らの部 門で の力量 の大 きさを反 映 してい る(1991年の世 界 の
製造 業 上位500社に,電 気 ・電子部 門で は,三 星18位,大 宇43位,金 星286位,
自動 車 部 門で は,現 代170位,起 亜350位が 名 を連 ね て い る)121。他方,電 気 ・
電子 機 器 で は他 の アジ アNIEs諸 国 で平均56.3%と圧 倒 的 な シェ アを 占め て お
り,70年代 に引 き続 き 日本企業 の国 際 下請 け形 態が これ らの諸 国で は依 然 と し
て強 い とい え るだ ろ う。
3.アジア経済の重層 的構造
欧米の経済統合に比べ,ア ジア地域では,市 場統合の形が相違 してい る。 こ
れは後発国であ り,技術 の受 け入れ側であった 日本企業 を頂点 と したアジアの
工業化が先進国市場,主 に北米市場を前提 とした輸出指向型であ った ことによ
る。 このアジア地域で は,日 ・米 ・欧企業,主 に日本企業が世界的な規模で灼
熱す る国際的独 占資 本間競争 に対応 してアジア各国を利用 し競争力 を強化 して
きた結果,主 に国際非戦略提携 を媒介 とした経済の一体化が進展 して きた とい
えよ う。 これは,日 本企業 による対 アジア包摂過 程のみ ならず,ア ジアNIEs
企業 に よる対ASEAN・現存社会主義 国の包摂過程 を も貫通す る,ま さに重
層的 な過 程 といえよ う。
1970年代末以来の貿易摩擦の深刻化 によって,日 本傘業 は従来の輸 出成長戦
略を転換 し,新 たな戦略す なわち,従 来以上 に海外生産比率を高め,海 外生産
と国内生産 ・輸出 との有機的結合 を強化す る国際統合戦略(・ 企業内世界分業
の展 開)を 採用せざるを得 なか った。例 えば,家 電五社 は対欧米現地生産 と同
時 に,対 アジアNIEs主に台湾 ・香港 ・シ ンガポールでの現地生産 を急速に展
開 した。 その後1985年以降の大幅な円高 によって,対 アジア向 けの現地生産は
一層強化 され るこ とになった。国際統合戦略 の観点か ら,対ASEAN,中 国
12)注3>の前掲雑誌。
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南部向 けの新規投資 を増や しなが ら,同 時 に台湾 ・香港 ・シンガポールにおけ
る既存 の企業内世界分業 のネ ットワークを一層整 えて きた。 これで,日 本企業
は台湾 ・香港 ・シ ンガポー ルの アジアNIESとASEAN,中 国南部 の比較優
位 を巧み に利用 して,地 域 間の分業体系 を展開す ることがで きた。その結果,
同業種で 日本企業 の国際下請 け関係 にあったアジアNIEs企業 はその国際下請
け生産基地 と しての優位性を早期に失い,し か も後発 国 との競争にさ らされる
ことにな った。このように,従 来の直接投資に よる国際下請関係 の程度の深 い
台湾 ・香港 ・シンガポール企業だけではな く,80年代前半 より相対 的にその度
合いが低 くな った韓 国大企業であれ,中 国に進 出した 日本の 「出資 なき」投資
によって,輸 出志 向型成長に陰 りが現れ るこ ととなった。国内の大企業は 「国
際企業協力型」提携 など,国 際非戦略提携関係 の上方 シフ トがみ られるが,国
内の急速 な産業構造転換 に見舞われ,耐 えられな くなった中小企業 は集中的に
対 アジア直接投資 を強行せざるを得 なか った。
以上 のように1970年代 と80年代 を通 じて先進国企業,特 に日本企業の包摂過
程の相違 によ って,各 アジアNIEs企業の対 アジア後発地域投資 に も非戦略提
携の中身 と対象地域 に相違点 とすみ分 けが生 じると思われ るが,そ の ことを明
らかにす る作業の一環 と して,次 章では,韓 国企業の対 アジア直接投資の方向
性 を具体的 に検討す ることにす る。
且 韓国企業の対外直接投資131
1.概 況
1991年度 韓 国 の 海 外 直 接 投 資 件 数 と金 額 は,韓 国 銀 行 為 替 管 理 部 の 許 可 ベ ー
ス で の 統 計 に よ れ ば ,532件,6.7億 ドル に な っ て お り,累 積 で は2,066件,
13)韓国の対外直接投資の定義は.注8)の 日本の定義 に近 い。即ち,出 資比率20%以上 と並 んで,
出資が20%に満たな くても,役員の派遣,1年 以上の原材料 と製品の供給契約,主 要な製造技術
の提供,ま たは共同研究開発契約の締結などによって,実質的な経 済関係がある場合 も直接投資





50.7億ドルで あ った 。
第2図 は韓 国 の 海外 直 接 投 資 推移 を示 した もので あ り,第3-1表は それ を数
字 で 表 した もの であ る。韓 国 の海 外 直接 投 資 は,1968年に イ ン ドネ シアで 資源
開発投 資 を行 った のが 初 めてで あ る。85年まで の投 資 水準 をみ る と,最 近6年
間(1986年か ら91年まで)の 累計 額 と件 数が34億2千 万 ドル と1,723件で あ っ







































圏 繊維 喰 料品 ・雑貨[コ 組立金属 ・機織 備 囮 その他製牒
霧 一次産業(鉱 ・林 ・水産業)懸 貿易業
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木 材 ・家 具
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59 252,25196 333,290212368,53732 755,5744971,034,958532672,7652,0665、067,3駆















第3-2表:韓国の対全世界全業種別 ・年度別投資(許可件数比 ・金額比) (%)
一1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 合計
件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額
飲 ・食 料 品 1.5 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 3.8. 1.6 3.111.7 3.2 3.6 2.6 1.4 2.6 3.0
繊 維 占衣 服 2.6 0.218.63.221.9 9.9 11.87.618.010.214.711.713.310.413.0 6.7
はきもの ・革製品 0.9 0.1 1.7 0.0 1.0 0.5 4.2 8.0 5.8 4.0 4.2 2.5 5.3 3.7 4.0 2.3
木 材 ・家 具 1.5 1.5 1.7 1.2 0.0 0.O 1.4 0.7 1.5 0.9 3.4 4.6 2.8 2.7 2.2 2.0
紙 ・ 印 刷 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.ユ 1.4 1.1 0.3 0.2 0.6 2.9 1.3 3.2 0.7 1.1
石 油 ・化 学 1.7 1.8 5.1 2.1 2.16.8 2.8 2.6 6.7 3.0 6.412.83.6 2.0 4.4 4.7
非 金 属 鉱 物 1.5 1.8 0.0 0.0 2.1 0.2 1.412.0 0.9 0.6 1.8 1.3 1.5 1.3 1.5 2.0
一 次 金 属 1.210.3 1.7 0.0 0.0 0.O 0.5 0.2 1.820.6 0.2 0.2 1.3 1.0 1.0 6.6
組 立 金 属 1.2 0.7 6.880.4 7.3 2.8 5.712.0 8.6 6.1 11.520.611.514.9 8.412.4
機 械 装 備 0.6 0.2 0.0 0.0 2.1 0.2 2.4 1.8 2.1 1.2 2.4 1.5 1.1 0.9 1.6 0.8
その他 製造業 2.0 0.2 0.0 0.0 1.0 0.0 6.6 3.5 8.0 2.0 8.0 4.614.5 7.8 8.0 2.6
製 造 業 小 計 14.617.635.686.938.520.642.051.156.960.456.566.358.849.347.344.2
鉱 業 2.931.50.0 0.0 3.164.40.9 6.0 0.9 5.6 1.4 6.0 1.1 5.3 1.517.7
林 業 2.6 4.7 0.0 0.0 1.0 0.1 0.0 0.0 0.3 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 1.6
水 産 業 4.1 1.9 5.1 2.6 3.1 0.7 3.3 4.6 3.7 3.4 4.6 2.4 6.2 3.5 4.6 2.6
建 設 業 9.9 2.2 6.8 1.5 6.3 3.4 2.4 3.5 0.9 0.8 1.0 0.1 0..80.4 3.0 1.5
運 輸 保 管 業 3.5 0.1 1.7 0.0 3.1 0.2 2.4 0.4 2.8 0.4 2.4 1.0 2.1 2.6 2.6 0.7
貿 易 業 50.738.340.7 4.637.5 8.737.713.123.9 7.223.78.919.4 6.729.718.0
そ の 他 8.5 2.3 8.5 3.2 6.3 0.8 9.920.010.721.5 9.913.8 9.4 18.0 9.4 ユ0.8
不 動 産 3.2 1.4 1.7 1.1 1.0 1.1 1.4 1.2 0.0 0.0 0.4 1.5 2.3 14.1 1.5 2.8


























お り,金 額で 半分 以下,件 数 で は1/5の水 準で あ った。 しか も業種 別 で み れ ば,
1985年まで は主 に一次 産業 と貿易 業 に集 中 してい た。 これ はそれ ぞ れ資 源 開発
投 資 と輸 出 を促 進 す るた めの投 資 で あ った。 第2図 で み るよ うに84年の その他
製造 業投 資 を例外 とす れ ば,85年 まで は この2業 種 が 主流 で あ った とい え よ う。
第3-2表で よ り具体 的 にみ る こ とにす る。 まず,1985年まで の製 造 業投 資 は件
数 ・金額 ベ ー スで それ ぞれ14.6%,17.6%にす ぎなか った の に対 し,貿 易 業 は
それ ぞ れ50.7%,38.3%を占め てい た。 ところが,1985年下 半期 か らの 円高基
調(=ウ ォ ン安 基 調)に よって,数 年 間輸 出が急 激 に伸 び,86年か ら89年まで
国際 収 支 は黒字 基 調へ 転換 した。 ところが,1987年にな る と,い わ ゆ る 「三 高
現 象」(・ ウ ォ ン高,高 賃 金,高 物価)が 次 第 に強 め られ てい き,1988年か ら
の輸 出の伸 びは鈍 化 した 。 そ の中で 国 内で 限界 に直面 した労働 集約 的 な分 野 の
中小 企 業 はや む を えず 国 内生 産 を中止 し,そ の生 産 ライ ンを海 外へ 移 転せ ざ る
を得 な くな った。 実 際 に1986-7年にな る と繊 維 ・衣服 の 進 出が 目立 って い たが,
同 じ く労働 集 約 的 な分野 で あ る組 立 金属 の直接 投 資 の伸 びは まだ緩 や か で あ っ
た 。 ところが,89年 には製造 業 の直接 投 資 が 本格 化 し,件 数 ・金額 ベ ー スで そ
れ ぞれ56.9%,60.4%を占め てお り,そ れ以 降件 数 ・金 額 と もに製造 業投 資 が
ほぼ過 半 数 を 占め る よ うにな った。 組 立 金属 の直 接投 資 も絶 対 件 数 ・金 額 ベ ー
スで急 増 してお り,90年以 降 は全業 種 の 中で の比 率 もそれ ぞ れ10%を越 えて い
る。
要約 す る と,1980年代 後 半 の韓 国 の海外 直 接投 資 は,1986年を起 点 と して,
繊 維 ・衣 服 を皮切 りに 中小 企 業 を中心 と した 労働 集 約型 製 造 業投 資 で始 ま った
こ とにな る。繊 維 ・衣服 の比 重 は87年に21.9%で(件数 ベ ー ス)ピ ー クに な っ
た後,次 第 に下 が って お り,90年,91年に14.7%,13.3%を占めた 。 これ に比
べ て,電 気 ・電 子 な どの組 立 金属 の海 外 直接 投 資 は遅 れ を とってい た が,89年
か ら急 激 に伸 びて,90・91年には件 数 ベ ースで は繊 維 ・衣 服 が優 位 を維 持 して.
い たが,金 額 ベー スで は組 立 金属 の 方が 上 回 って い た。 ち な.みに,両 方 の一 件
当 た りの投 資金 額 をみ る と,91年まで の雫均 で,組 立 金属 が363万ドルに対 し,
アジア経済の国際的重層構造について(91)9ユ
繊 維 ・衣 服 は127万ドルで あ り,後 者 は比 較 的小 規模 投資 で あ る こ とが判 る。
また 組 立金 属 の方 も89年に164万ドル,90年 に374万ドル,そ して91年に164ド
ルを記 録 す るな ど比 較 的 中小企 業 中心 の小 規模 投 資 が主 流 で あ る こ とが うか が
え る。
以上,86年,繊 維 ・衣服,履 き物,飲 食 料 な どの投 資 を皮 切 りに,89・90年
か らは電気 ・電子 な どの組 立金 属 の投 資が 加 わ る こ とが 明 らか にな った 。つ ま
り,労 働 集 約 的産 業 の 中で,繊 維 ・衣 服 な どの軽 工業 分 野か ら,組 立 金属分 野
の順 に国 内生 産が 限界 に追 い込 まれて お り,従 って そ の順 に海外 直接 投 資 が行
われ た こ とが 判 る。 この よ うに,86年以 降 の製造 業 の海外 直 接投 資 の拡 大 の過
程で,業 種 別 に 「ば らつ き」 が 生 じて い る こ とが い え よ う。 もう一 つ指 摘で き
るの は,年 次 ご とに,海 外 直接 投 資 に 「不 安定 性 」が 存在 して い る こ とで あ る。
例 えば,組 立 金属 の場 合 一件 当 た りの投 資 金額 にか な りの偏 差 がみ られ る(86
年 の5億 ドルに対 し87年の394万ドル)。これ は,先 進 国企 業 の多 国籍 化 とは異
な るNIEs企 業 の 「優 位 性 な き」 多 国 籍 化 を物 語 っ て い る。 つ ま り,ア ジ ア
NIEs企業 の 「多 国 籍 化」 の展 開 は,第 一,EC市 場 統 合 や 北 米 自由 貿易協 定
(NAFTA)の具 体 化 な ど先 進 国市 場 の 保護 主義 とい う 「市 場 要 因」 に促 され,
第 二 に その結 果,国 内 で限 界 に直 面 した中小 企業 を中心 に海外 へ 生産 ラ イ ンを
移転 せ ざ るを得 な くな った こ とを意味 す る。
第4-1・4-2表と第5-1・5-2表は全世 界 へ の地域 別 ・年 度 別 直接 投 資 をそれ ぞ
れ件 数 ・金 額 ベ ー スで 表 した もので あ る。
まず,指 摘で きるの は,ア ジ ア と北 米地 域 の両 地域 に集 中 して い る こ とで あ
る。即 ち,91年末 の件 数 ベ ー スで の累計 は ア ジアが49.6%,北米 が25.7%を占
め,両 地 域 だ けで75%に達 して お り(第4-2表),.金額 ベ ー スで は ア ジ ア と北 米
が それ ぞ れ36.6%と39.1%を占め,両 地域 を合 わせ て75.7%であ った(第5-1
表)。 この 両 地 域 へ の 偏 りは,製 造 業 投 資 に よ り象徴 的 にみ られ るが,件 数
ベ ー スで ア ジア と北 米 がそ れ ぞ れ70.7%,11.6%,そして金 額 ベ ースで48.7%
と38.9%を占め,件 数 ・金 額で82.3%と87.6%とい う圧 倒 的 な シェ アをみせ て
第4-1表韓国の対全世界地域別 ・年度別投資(許 可件数)
一1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 計
全業種 製造業 全業種 製造業 全業種 製造業全業種製造業 全業種 製造業全業種 製造業全業種製造業全業種 製造業
北 米 121 9 29 6 35 7 67 13 73 27 110 29 96 22 531 113
米 国 116 9 26 5 30 7 63 ユ1 63 21 104 26 94 22 496 101
グ ア ム 3 0 0 0 0 0 2 1 6 1 6 2 4 1 21 5
中 南 米 19 4 7 6 14 7 20 14 34 22 37 20 40 13 171 86
ア ジ ア 110 26 14 4 23 13 94 52 168 123 284 211 332 262 .025691
華南経済圏 32 3 4 0 3 1 21 1 18 3 26 5 39 18 143 31
香 港 31 3 4 0 3 上 20 1 16 3 21 3 27 7 122 18
マ カ オ 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 0
台 湾 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 3 0 1 0 6 0
中 国 南 部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 11 11 13 13
中国 北 部 0 0 .0 0 o 0 2 2 9 9 36 31 101 96 148 138
ASEAN 34 15 2 2 8 7 46 40 99 92 174 157 131 115 494 428
イン ドネシア 14 6 0 0 4 3 19 19 55 51 96 90 48 41 236 210
タ イ 3 3 1 1 2 2 17 14 13 13 27 23 13 11 76 67
フ ィ リ ピ ン 5 3 0 0 1 1 4 3 15 14 23 22 43 39 91 82
マ レ ー シ ァ 12 3 1 1 1 1 6 4 16 14 28 22 27 24 91 69
中 東 31 6 0 0 0 0 1 0 1 0 2 1 0 0 35 7
ヨ ー ロ ッ パ 31 1 5 2 10 3 16 4 20 8 36 12 42 11 160 41
ア フ リ カ 12 2 1 0 2 1 4 2 6 2 5 4 4 1 34 12
オセ アニア 16 2 3 3 12 6 8 3 19 3 17 2 14 3 89 22












(資料)第2図 と同 一 。
第4-2表:韓国の対全世界地域別 ・年度別投資(許 可件数比) {%)
一1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 計
全業種 製造業 全業種 製造業 全業種製造業 全業種 製造業 全業種製造業 全業種 製造業 全業種 製造業 全業種 製造業
北 米 35.318.049.228.636.518.931.614.622.314.522.110.318.0 7.025.711.6
米 国 33.818.044.123.831.318.929.712.419.311.320.9 9.317.7 7.024.010.3
グ ア ム 0.9 0.O 0.0 0.0 0.0 0.0 0.9 1.1 ユ.8 0.5 1.2 0.7 0.8 0.3 1.0 0.5
中 南 米 5.5 8.O1ユ.9 28.614.618.99.415.710.411.8 7.4 7.1 7.5 4.2 83 8.8
ア ジ ア 32.152.023.719.024.035.144.358.451.466.157.175.162.483.749.670.7
華南経済圏 9.3 6.0 6.8 0.0 3.1 2.7 9.9 1.1 5.5 ユ.6 5.2 1.8 7.3 5.8 6.9 3.2
香 港 9.0 6.O 6.8 0.0 3.1 2.7 9.4 1.1 4.9 ユ.6 4.2 1.1 5.1 2.2 5.9 1.8
マ カ オ 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0
台 湾 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.6 0.0 0.6 0.0 0.2 0.0 0.3 0.0
中 国 南 部 0.0 0.0 0.0 0.0 D.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 D.7 2.1 3.5 0.6 1.3
中 国 北 部 0.0 0.0 0.0 0.0 D.0 0.0 0.9 2.2 2.8 4.8 72 11.019.030.7 7.214.1
ASEAN 9.930.0 3.4 9.5 8.318.921.744.930.349.535.055.924.636.723.943.8
イン ドネシア 4.112.0 0.0 0.0 4.2 8.1 9.021.316.827.419.332.0 9.013.111.421.5
タ イ 0.9 6.0 1.7 4.8 2.1 5.4 8.015.7 4.0 7.0 5.4 8.2 2.4 3.5 3.7 6.9
フ ィ リ ピ ン 1.5 6.0 O.0 0.0 1.0 2.7 1.9 3.4 4.6 7.5 4.6 7.8 8.112.5 4.4 8.4
マ レ ー シ ア 3.5 6.0 1.7 4.8 1.0 2.7 2.8 4.5 4.9 7.5 5.6 7.8 5ユ 7.7 4.4 7.ユ
中 東 9.012.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0 0.3 O.0 0.4 0.4 0.0 0.0 1.7 0.7
ヨ ー ロ ッパ 9.0 2.0 8.5 9.510.48.1 7.5 4.5 6.1 4.3 7.2 4:3 7.9 3.5 7.7 42
ア フ リ カ 3.5 4.0 1.7 0.0 2.1 2.7 1.9 2.2 1.8 1.1 1.0 1.4 0.8 0.3 1.6 1.2
オセアニア 4.7 4.0 5.114.312.516.2 3.8 3.4 5.8 1.6 3.4 0.7;2.6 1.0 4.3 2.3























(資料)第4-1表 よ りイ乍成 。
第5-1表二韓国の対全世界地域別 ・年度別投資(許 可金額比) (%)
一1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 計
全業種 製造業 全業種 製造業全業種 製造業全業種製造業全業種 製造業全業種製造業 全業種 製造業 全業種製造業
北 米 45.871.688.892.429.731.937.534.541.940.226.419.918.416.239.138.9
米 国 45.371.615.1 8.724.931.935.432.620.7 6.923.215」6 18.116.230.022.3
グ ア ム 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.ユ 0.1 1.6 0.0 0.3 0.1 0.ユ 0.0 o.4 0.0
中 南 米 2.1 0.5 2.2 2.4 2.7 7.6 7.910.7 6.6 4.2 4.9 4.5 4.9 3.7 4.1 42
ア ジ ア 18.217.0 5.5 2.056.620.425.036.434.551.354.167.565.477.536.646.7
華南経済圏 2.1 0.7 2.5 0.0 0.6 2.5 2.7 0.1 2.2 1.6 1.5 0.6 2.8 9.3 2.1 1.2
香 港 2.1 0.7 2.5 0.0 0.5 2.5 2.4 0.1 1.9 1.5 0.9 0.3 1.4 0.6 1.7 0.7
マ.カ オ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
台 湾 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 0.4 0.0 0.1 0.0 0.1 0.0
中 国 南 部 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.3 1.3 2.7 0.2 0.5
中 国 北 部 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.6 3.2 0.9 1.4 5.2 7.710.119.5 2.7 5.8
ASEAN 12.914.2 1.2 1.453.711.115.630.126.541.742.655.824.244.524.837.0
イ ン ドネシ ア 11.1 3.9 0.0 0.0.52.3 4.7 7.113.919.830.626.231.911.520.017.420.8
タ イ 0.1 0.6 0.0 0.0 0.5 2.3 5.210.1 1.7 2.8 3.4 4.3 4.3 8.7 2.0 4.2
フ ィ リ ピ ン 0.1 0.7 0.0 0.0 0.7 3.6 2.1 4.1 1.4 2.3 6.710.1 4.9 8.8 2.5 5.4
マ レ ー シ ア 1.6 9.0 1.2 1.3 0ユ 0.5 1.2 2.0 3.8 6.0 6.3 9.5 3.5 7.1 3.0 6.7
中 東 17.3 7.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 5.7 1.0
ヨ ー ロ ッパ 5.5 0.5 2.7 2.3 9.136.613.416.6 8.3 3.1 10.2 7.2 3.9 1.2 7.4 5.8
ア フ リ カ 0.6 2.5 0.2 0.0 0.1 0.215.8 0.4 4.8 0.7 0.3 0.4 0.4 0.0 22 0.6
オセ アニ ア 7.2 0.6 0.7 0.9 1.8 3.3 0.8 1.3 2.2 0.5 3.8 0.3 7.0 1.4 4.6 0.8
全 世 界 100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.01⑪0.0100.0100.0100.0100.0100.Q100.0100.0










第5-2表:韓 国 の対全 世界 地
一1985 1986 1987 19
全業種 製造業 全業種 製造業 全業種 製造業 全業種
北 米 805,453207,617223,956202,68099,04221,865, 138,292
米 国 746,688207,51738,19318,97082,95121,865134,329
グ ア ム 2,600 0 0 0 0 0 265
中 南 米 35,2941,587 5,4755,225 9,146 5,20026,817
ア ジ ア 300,90349,156ユ3,776 4,446188,56614,02392,053
華南経済圏 35,1912,000 6,283 0 2,154 ユ,750 .91852
香 港 3510962,000 6,283 0 2,154 1,750 8,794
マ カ オ 35 0 0 0 0 0 1,058
台 湾 〔} 0 0 0 0 0 0
中 国 南 部 0 0 0 0 0 0 0
中 国 北 部 0 0 0 0 0 0 6,000
ASEAN 213,62741,2912,9892,989178,8587,63657,620
イ ン ドネ シア 182,83211,371 0 0 174,4713,24926,269
タ イ ユ,873 1,873 45 45 1,567 1,55719,260
フ ィ リ ピ ン 2,444 2,029 0 0 2,482 2,482 7,836
マ レ ー シ ア 26,4782610182,9442,944 338 338 4,255
中 東 286,19121,502 0 0 0 0 392
ヨ ー ロ ッ パ 91,4681,344 6,7075,07230,40025,17749,217
ア フ リ カ 10,0467,158 457 0 ユ75 165 58,374
オセア ニ ア 118,0681,674 1,880 1,8805,951 2,270 3,127
全 世 界 1,650,013289,938252,251219,305333,29063,640368,537
(資料)第2図 と同一。
い る。 と りわ け対 アジ ア製造業 投 資が 圧倒 的 な比 重 を 占めて い る こ とが 明か で
あ る。 しか も,対 アジ ア製 造業 投 資が 比 較 的小規 模 で あ るこ とが 判 る。 また,
両 地 域 へ の製 造 業 投資 を年 度 別 に み る と,86・7年の 「不 安 定性 」 が み られ る
もの の,対 北 米投 資 の 比重 が85年まで の 累計 で18%で あ った こ とか ら7%に ま
で次 第 に減 少 して お り,金 額 ベ ー スで も71,6%から16.2%へと大 き く後 退 して
い る。 これ に対 して対 アジ ア投 資 は85年まで の累 計 が52%で あ ったが,91年 に
は83.7%にまで増 加 してお り,金 額ベ ー スで は17%か ら77.5%にまで 上 が った。





88 1989 1990 1991 計
製造業 全業種 製造業 全業種 製造業 全業種 製造業 全業種 製造業
64977, 316267, 143499, 272,946136,829123,47653,6821,979,432870989脚
61,396156,3228644「 240,436106,884121,714538821 1,520,635498,938
170 12,124 200 3,303 535 518 100 18,810 1,005
20,23650,08619,10150,36930,83132,86112,127209,84894,307
68,544260,958234,218559,988463,508440,052257,2431,856,2961,091,140
192 16,6017,392 15,2403,95818,83910,832脚 104,10026,071
192 14,4987,329 9,139 1,9289,273 1,840 85,23745,039
0 0 0 0 0 0 o 1,093 0
0 2,103 0 4,061 0 574 0 6,738 0
0 0 2,040 2,0408,992 8,99211,03211,032







0 150 0 444 370 0 0 287,17721,872
31,30762,61814,373105,82149,37126,3723,947372,603130,531
772 35,4123,095 3,140 2,9402,816 95 111,42014,225
2,46016,9592,127, 38,9472,20446,8704,813231,80217,428
188,456755,574456,5531,034,958688,588672765, 332,0073,067,3832,241,497
労働集約 的な製造業 に集中 してい ること,② 地域別にはアジアにその重点が お
かれていること,そ して③対 アジア製造業投資が対北米 と比べて比較的に小規
模であることが挙げ られる。従 って④小規模で労働集約的 な対 アジア製造業投
資の主体が中小企業であることが指摘で きよう。
以下,対 アジア製造業投資を第4-2表と第5-1表か ら作 った第6表 を通 して,





こ こで まず,そ の比重 が 最 も小 さ い対華 南経 済圏 製造 業投 資(以 下投 資 は製
造 業 投 資 を指 す)を み る と,実 際 に香 港 と中国南 部 に しか行 われ て お らず,し
か もその 中で 対 中 国南部 投 資 は,88年に始 ま った 中国 北部投 資 よ り遅 れ て90年
に 開 始 さ れ て い る こ とが 判 る。91年 まで の 累 計 で,金 額 ・件 数 で それ ぞ れ
4.5%と2.4%で非常 に小 さ い こ とがい え よ う。 また,対ASEAN投 資 は85年
まで の件 数 ・金 額 ベー スで57.7%,84%を占め て いた が,86・7年 の 「不 安 定 」
な時 期 を へ て,88-90年に件 数 ・金 額 ベ ー スで それ ぞれ7割,8割 台 の高 い水
準 にあ った 。 と ころが,1988年か ら始 ま った対 中 国北 部投 資 は年 々急激 に増 え
続 け,91年 に件 数 ベ ー スで 前 年 度 の3倍 を越 え る伸 びを 示 した(し か し金 額
ベー スで は1.2倍に留 ま った)。 これ は対 ア ジア製 造業 投資 の 中で36.6%を占め
た もので あ り(金 額 ベ ー スで は25.1%),件数 ベ ー ス で43.9%で急 激 に比重 が
減 っ た対ASEAN投 資 の 水 準 に急 速 に接 近 して きた こ とが判 る。 と ころが,
金 額 ベ ー スで は 対ASEAN投 資 の57.5%に比 べ て,25.1%に留 ま って お り,
しか も第4-1と5-2表よ り一件 当 た りの 金額 の比 較 か ら も比 較 的小 規 模で あ る こ
とが 判 る。す な わ ち,91年の対ASEAN投 資 のそ れが129万ドルで あ ったの に
対 して対 中国北 部 の場 合 は67万ドルに過 ぎなか った。
この よ うな1991年か らの 変化 は,ASEAN諸 国 の 産業 構 造 の 高度 化 を 反 映
して い る もので あ り,小 規 模 の労働 集 約 的 な投 資 が中 国北 部で 展 開 して い る こ
とを意 味 してい る。 つ ま り,国 内で 限界 にさ らさ れた 中小 企業 に よる製 造業 投
資が,次 第 に よ り安価 で,よ り地 理 的 に隣接 して い る中国 北部 で 展 開 して い る
ことに な る。







第6表:韓 国の対アジア製造業投資の地域別 ・年度別比率(許 可件数 ・金額) (%)
一1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 累計
件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額
ASEAN
イ ン ドネ シ ア
タ'イ
フ イ リ ピ ン





































































































































中国北部地域 0.0 0.0 O.0 ⑪.0 0.0 0.0 3.9 0.0 7.3 2.8 14.7 11.436.625.120.011.9
その他アジア 30.81ユ.9 50.Q32.838.433.Q21.216.815.512.9 8.5 5」 12.613.213.6 9.6
アジア全体 100.100.100.1⑪0. 100,100. 100.100.100. 100.100,100.100.100.100. 100.
アジア/全世界 52.017.019.62.035.1烈).4 58.436.466.151.375.167.583.777.549.648.7

















種別 に検討 し,韓 国企業g対 アジア製造業投資 の方向性 と特徴を明 らか にして
い くことにする。最終的にはその結論か ら三つ の経済圏の 「重層性」を浮か び
あが らせ ることにする。
2.韓 国 の対ASEAN製 造業 投 資
前 項 で,対ASEAN製 造 業 投 資 の 対 ア ジ ア製 造 業 投 資 の 中で の 比 率 は,
1991年に件 数 ・金額 ベ ー ス ともに大 幅 に縮 小 して い る こ とを指 摘 した。 しか も
絶対 件 数 ・金額 も80年代 後 半 は じめ て減 ってい る。 また それ の・.一件 当た りの投
資 金 額 も90年の244万ドルか ら129万ドルへ とほ ぼ 半分 くらい に小 さ くな っ た
(第4-1と5-2表よ り)。それ を国別 に み る と,イ ン ドネ シアが対 ア ジ ア製造 業 投
資 の 中で の比 率,絶 対件 数 ・金 額,一 件 当 た りの投 資 金額 の全 ての面 で最 も著
し く減 って い る。 これ とは対称 的 に フ ィ リピ ンは,絶 対 件 数 で大 き く増 え てお
り(22件か ら39件へ),ま た タイは一 件 当 た りの投 資 金額 で唯 一 増加 し,し か
も129万ドルか ら262万ドルへ と2倍 以 上 とな って い る。 マ レー シ アは件数 で 少
し増 え て い るが,一 件 当 た りの投 資金 額 は,フ ィ リ ピン と同 様 大 幅 に小 さ く
な って い る(マ レー シアが297万ドルか ら98万ドルへ,フ ィ リピ ンは316万ドル
か ら75万ドルへ)。
以 下 そ の変 化 の方 向性 を は っき りと表 す た め に,対 称 的 な イ ン ドネ シ ア と
フ ィ リピ ンの業 種別 ・年 度 別投 資(許 可件 数 ・金 額 ベ ー ス)を 第7表 と対8表
で取 り上 げ る こ とに しよ う。 まず,第7表 で対 イ ン ドネ シ ア投 資 の91年の変化
をみ る と,と りわ け繊 維 ・衣服 で90年め32件か ら6件 と大 き く減 って い る こ と
が 明確 に表れ てい る。 もう一つ指 摘 すべ き こ とは,組 立 金属 で件 数 は少 し減 る
に留 まって お り,む しろ,一 件 当た りの投 資 金額 は101万ドルか ら285万ドル へ
と大 き くな ってい るこ とで ある。 次 に第8表 で フ ィリ ピンの場 合 をみ てみ よ う。
90年か ら91年の 変 化 は 第一,繊 維 ・衣 服 で イ ン ドネ シ ア程 の急 激 な変 化 は な
か っ た こ と と,第 二 に件 数 ベー スで組 立 金属 とそ の他 の製 造業 が 増加 した こ と,.
そ して第 三 に組 立 金属 の一件 当た りの投資 金額が イ ン ドネ シ ア とは逆 に大 幅 に
100(100) 第152巻 第.1・2号
第7表:韓 国の対イン ドネシア業種別 ・地域別投資(許 可件数 ・金額)
(許可件数)(単 位:千 ドル)
～85 86 87 88 89 90 91 計
飲 ・ 食:料 品 1 0 0 0 4 2 0 7
繊 維 ・ 衣 服 0 0 2 5 .18 32 6 63
は き もの ・革製 品 0 0 1 4 10 7 3 25
木 材 ・.家 具 2 0 o 1 2 5 1 11
紙 ・ 印 刷 0 0 0 0 1 0 0 1
石 油 ・ 化 学 1 0 0 2 2 10 6 21
非 金 属 鉱 物 0 Q 0 1 0 2 2 5
一 次 金 属 1 0 0 0 0 1 1 3
組 立 金 属 0 0 0 1 1 13 10 25
機 械 装 備 0 0 0 2 1 2 0 5
そ の 他 製 造 業 1 0 0 3 12 16 12 44
鉱 業 1 0 1 0 0 0 1 3
林 業 6 0 0 0 0 0 0 6
水 産 業 0 0 0 0 2 1 2 5
建 設 業 1 0 0 0 0 0 1 2
運 輸 保 管 業 0 0 0 0 0 0 0 0
貿 易 業 0 0 0 0 0 0 0 0
そ の 他 0 0 0 0 2 5 3 10
不 動 産 0 0 0 0 0 0 0 0
計 ユ4 0 4 19 55 96 48 236
アジア経済の国際的重層構造について (101)101
(許可金額)
～85 86 87 88 89 90 91 計
飲 ・食料 品 3,185 0 0 0 86,99024,300 0 114,475
繊維 ・衣服 0 0 1,549 3,302 ユ8666, 45,1667,543 76,226
はきもの ・革製品 0 0 1,700 8,040 16,339 8,791 1,18936,059
木材 ・家 具 4,530 0 0 1,500 1,10012,0041,77820,912
紙 ・ 印 刷 0 0 0 0 1,700 0 0 1,700
石 油 ・化 学 3,000 0 0 4,910 1,20086,9684,503100,581
非金属鉱物 0 0 0 2,052 0 2,750 3,900 8,702
一 次 金 属 456 0 0 0 0 1,650 2,800 4,906
組 立 金 属 0 0 0 1,485 2,750 13,14828,51945,902
機 械 装 備 0 0 0 1,300 1,900, 6,300 0 95007
その他製造業 200 0 0 3,680 8,897 ユ7,67916,31546,771
鉱 業 131,650 0 171,222 0 0 0 200 303,072
林 業 39,671 0 0 0 0 0 0 39ち671
水 産 業 0 0 0 0 1,780 2,275 1,450 5,505
建 設 業 140 0 0 0 0 0 800 940
運輸保管業 0 0 0 0 0 0 0 0
貿 易 業 0 0 0 0 0 0 0 0
そ の 他 0 0 0 0 8,180 49,8508,275 66,305
不 動 産 0 0 0 0 0 0 0 0
計 182,832 0 174,47126,269149,50270,88177,272381,227
(資料 〉 第2図 と 同 一 。
102(102) 第152巻 第1・2号
第8表:韓 国の対 フィリピン業種別 ・地域別投資(許 可件数 ・金額)
(許可件数)(単 位:千 ドル)
～85 86 87 88 89 90 91 計
飲 ・ 食 料 品 0 0 0 0 0 0 1 ユ
繊 維 ・ 衣 服 0 0 1 0 7 8 7 23
は き もの ・革 製 品 1 0 0 0 王 1 2 5
木 材 ・ 家 具 0 0 0 0 0 1 3 4
紙 ・ 印 刷 0 0 0 0 0 0 1 1
石 油 ・ 化 学 0 0 0 0 2 3 2 7
非 金 属 鉱 物 1 0 0 0 0 1 0 2
一 次 金 属 1 0 0 0 0 0 0 1
組 立 金 属 0 0 0 2 1 5 9 17
機 械 装 備 0 0 0 0 0 o 1 1
そ の 他 製 造 業 0 0 0 1 3 3 13 20
鉱 業 0 0 0 0 0 0 1 1
林 業 O 0 0 0 0 o 0 0
水 産 業 1 0 o 0 0 0 1 2
建 設 業 0 o 0 0 0 0 0 0
運 輸 保 管 業 0 0 ・0 0 0 o 0 0
貿 易 業 0 0 0 1 0 1 0 2
そ の 他 0 0 0 0 1 0 2 3
不 動 産 1 0 0 0 0 0 0 1
計 5 0 1 4 15 23 43 91
(103>103アジア経済の国際的重層構造について
一85 86 87 88 89 90 91 計
飲 ・ 食 料 品 0 0 0 0 0 0 440 440
繊 維 ・ 衣 服 0 0 2,482 0 5,43035,2107,792 51,025
は きもの ・革製品 1,011 0 0 0 2,700 600 2,400 6,711
木 材 ・ 家 具 0 0 0 0 0 134 1,009 1,143
紙 ・ 印 刷 0 0 0 0 0 0 450 450
石 油 ・ 化 学 0 0 0 0 1,2751,558 1,450 4,283
非 金 属 鉱 物 1,000 0 0 0 0 240 0 1,240
一 次 金 属 18 0 0 0 0 0 0 18
組 立 金 属 0 o o 7,736 15030,4659,12ユ 47,472
機 械 装 備 0 0 0 0 0 .0 250 250
そ の 他 製 造 業 0 0 0 30 914 1,0856,140 8,169
鉱 業 0 0 0 0 0 O 100 100
林 業 0 0 0 0 0 0 0 0
水 産 業 314 0 0 0 0 0 478 792
建 設 業 0 0 0 0 0 0 0 0
運 輸 保 管 業 0 0 0 0 0 0 0 0
貿 易 業 0 0 0 70 0 200 0 270
そ の 他 0 0 0 0 75 0 3,000 3,075
不 動 産 101 o 0 0 0 0 0 101
計 2,444 0 2,4827,83610,54469,6032,630125,539
(資料)第2図 と同 一 。
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減 っていることである(609万ドルか ら101万ドルへ)。
以上の ことか ら,イ ン ドネシアを中心 に行われた繊維 ・衣服 などの労働集約
的な投資 は,91年に入 って急激に減 ってお り,こ れは,他 の経 済圏にシフ トし
た ことを うかがわせ る。 ところが,組 立金属 は比較的大型投資が行 われ てい る
ことが うかが える。一方,地 理的に近い フィリピンの場合は,組 立金属投資が
増 えてはい るものの,小 規模 な投資,即 ち労働集約 的な投資が増えてきた こと
が判 った。
ところで,今 後企業 レベルの分析 で,マ レー シア,フ ィリピンで緩慢であ り
なが ら増 えている電機 ・電子 などの組立 金属 分野の投資 に注 目していかなけれ
ばならない。 これ らの投資 には財閥系 の家電三社 の進出が含 まれてお り,か つ
ての 日本の大手家電 メーカーのよ うに,国 際統合戦略の視野でい くつか の国に
跨 って独 自の生産 ・販売体系 を整 えてい る投資 の性格 を もっているか らである。
これ らの大企業 は国内で先進 国多国籍企業 との 「国際非戦略提携」 とい う新た
な包摂過程に巻 き込まれなが ら,ま た,同 時 に海外 の生 産活動 における中間部
品の調達の円滑 をはかるため に系列内の中小企業 を同伴進出 させ,企 業内世界
分 業網 を広 げている。今後 このよ うな韓国大企業の 「多 国籍化」(・ 「国際非
戦 略提携」)はアジ ア経済 にますます大 きな影響 を与えてい くことになるだ ろ
う。
要約す ると,国 内の輸出競争で 限界に立 った労働集約的な分野 の海外直接投
資 は,1986年以降,対ASEAN投 資 を中心 に急速 に展 開 してきたが,1991年
か らは早 くもその流れに変化が生 じた。それ は,第 一,繊 維 ・衣服な ど軽工業
分野の投資 は他の地域ヘ シフ トしてい ることと,第 二,同 時 にASEAN域 内
の産業水準が高 くなるにつれて,電 気 ・電子な どの組立金属分野 は繊維 ・衣服
ほ どの著 しい減少がみ られなか ったことと,そ して第三,電 気 ・電子な どの組
立金属において も比較的労働集約的な分野 の進出はフィリピンなど比較的近 く`







3.韓 国 の対 華 南経 済 圏 お よび 中国北 部 製造 業投 資
前 に述べ た よ う に,対 華 南 経済 圏 製造 業投 資 の対 ア ジ ア製造 業 比率 は91年ま
で の 累計で 低 い 水準 にあ る 。 ところが,91年 は前 年 と比 べて,件 数 ・金 額 ベ ー
スで 高 くな って い る(第6表)。 第 九 表 は華 南経 済圏 と中国北 部 を合 わ せ て整
理 した もの で あ る が,こ れ は 労働 集 約 的 な対ASEAN投 資 か らの シ フ トが こ
の社 会 主義 圏,中 国全 土 に集 中 してい る事 実 に基づ い た もの で あ る。製 造業 投
資 は繊 維 ・衣 服,飲 ・食料 品,履 き物 ・革 製 品 とそ の他 製造 業,そ して石油 化
学,組 立 金属 へ の投 資 が す べ てで あ り,香 港 ・中国全 土 で件 数,金 額 ベ ー スで
それ ぞ れ18.3%と16,7%を占 め て い る。 華 南 経 済圏 で は香 港 が 中 国南 部 を 上
回 って い るが,こ こに は実 際 には香港経 由 の対 中国南 部 投資 が含 まれ て い る。
主 に繊維 ・衣服,雑 貨 な どの賃 加 工 目的 の進 出がそ れで あ る。 しか し,事 実 こ
の華 南経 済 圏 で は 台湾 ・香 港 ・シ ンガポー ル の他 の アジ アNIEs企 業 か らの投
資 が 活 発 とな って お り,中 国北 部 投資 は相対 的 に韓 国企 業 の進 出 が 目立 ってい
る。
対 中 国北 部製 造 業投 資 は,前 述 した よ うに件 数で88年の2件 を 皮切 りに89年,
90年に各,9件,31件 と急 速 に増 えて お り,1991年には一気 に前 年 度比3倍 を
越 え る96件を記 録 した(第4-1表)。対 ア ジ ア製 造業 比 率 は89年,90年,91年に
それ ぞ れ,7.3%,14.7%,36.6%を記録 した 。 金額 ベ ー スで は比較 的 小 さ く,
それ ぞ れ の年 次 に2.8%,11.4%,25.1%を占め てい た(第6表)。
華 南 経 済 圏 と中 国 北 部 全 体 に占 め る 中国 北 部 製 造 業 投資 比率 は 件 数,金 額
ベ ー スで それ ぞ れ81.7%,83.3%を占め てい る(第9-2表)。第10表で業 種 別 ・
年度 別 にみ る と,91年に繊 維 ・衣 服,飲 ・食料 品,履 き物 ・革 製 品,そ の他 製
造業 で 急増 して お り,組 立 金 属投 資 も増 えて い るが,一 件 当た りの投資 額 は 大
幅 に低 くな って い る(246万ドルか ら73ドルへ)。つ ま り賃 加工 目的 の労 働 集約
的 な小 規模 の投 資 が主 流で あ る こ とで あ る。
と ころで,1992年7月 の 中 ・韓 投 資保 証 条約 発効 と国交樹 立 後,大 企 業 を 中
心 に,鉄 鋼,化 学繊 維 セ メ ン ト,電 力,石 油 化学 な どの大規 模 な投資 が行 わ
第9-1表:韓国の対華南経済圏および中国北部業種別 ・地域別投資(許 可件数 ・金額)(単 位:千 ドル)
華南経済圏 中国北部 合 計
香 港 マカオ 台 湾 中国南部
件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額
飲 ・食 料 品 1 900 0 0 0 0 0 0 1 900 11 7,254 12 8,154
繊 維 ・ 衣 服 7 5,894 3 1,817 0 0 0 0 4 4077, 31 19,37838 25,272
はきもの ・革製品 4 3,380 1 350 0 0 0 0 3 3,030 14 22,377 18 25,757
木 材 ・家 具 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 1,363 5 1,363
紙 ・ 印 刷 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 600 2 600
.石 油 ・ 化 学 1 7,194 1 7,194 0 0 0 0 0 0 7 9,720 8 16,914
非 金 属 鉱 物 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 2,491 5 21491
.一 次 金 属 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1,500 1 1,500
1
組 立 金 属; 6 4,021 5 2,881 0 0 0 0 1 1,140 19 23,09125 27,1!2
.機 械 装 備 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4,094 4 4,094
;その他 製造業 12 4,682 8 2,797 0 0 0 0 4 1,885 39 37,91151 42,593
製 造 業 小 計 31 26,071 18 15,039 0 0 0 ⑪ 1311,032138129,779169155,850
:鉱 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 1,300 3 1,300
林 業 0 0 0 0 0 0 -0 0 0 0 0 0 0 0
水 産 業 4 5,960 3 4,902 1 1,058 0 0 0 0 1 500 5 6,460
建 設 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
運 輸 保 管 業 9 1,367 9 1,367 0 0 0 0 0 0 1 500 10 1,867
貿 易 業 92 62,84685 56,073 1 35 6 6,738 0 0 1 100 93 62,946
そ の 他 4 2,030 4 2,030 0 0. 0 0 0 0 4 2,523 8 4,553
不 動 産 3 5,826 3 5,826 0 0. 0 0 0 0 0 0 3 5,826






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第10表:韓国の対中国北部業種別 ・年度別投資(許 可件数 ・金額)
(許可件数)(単 位:千 ドル)
85 86 87 88 89 90 91 計
飲 ・ 食 料 品 0 0 o 1 0 4 6 11
繊 維 ・ 衣 服 0 0 0 0 2 5 24 31
は きもの ・革 製品 0 0 0 0 1 3 10 14
木 材 ・ 家 具 0 0 0 0 0 1 4 5
紙 ・ 印 刷 0 0 0 0 0 0 2 2
石 油 ・ 化 学 0 0 0 0 1 4 2 7
非 金 属 鉱 物 0 0 0 0 2 1 2 5
一 次 金 属 0 0 Q 0 0 0 1 1
組 立 金 属 0 0 0 0 1 5 13 19
機 械 装 備 0 0 0 0 0 1 3 4
そ の 他 製 造 業 0 0 0 1 2 7 29 39
鉱 業 0 0 0 0 0 2 1 3
林 業 0 0 0 0 0 0 0 0
水 産 業 0 0 0 0 0 0 1 ユ
建 設 業 0 0 0 0 0 0 0 0
運 輸 保 管 業 0 0 0 0 0 1 0 1
貿 易 業 0 0 0 0 0 1 0 1
そ の 他 0 0 0 0 0 1 3 4
不 動 産 0 0 0 0 0 0 0 0
計 0 o 0 2 9 36 101 148
アジア経済の国際的重層構造について (109)109
(許可金額)
85 86 87 88 89 90 91 計
飲 ・ 食 料 品 0 0 0 3,000 0 1,093 3,161 7,254
繊 維 ・ 衣 服 0 0 0 0 990 3,61014,77819,378
は き もの ・革 製 品 0 0 .0 0 1,650 6,32914,39822,377
木 材 ・ 家 具 0 0 0 0 0 200 1,163 1,363
紙 ・ 印 刷 0 0 0 0 0 0 600 600
石 油 ・ 化 学 0 0 0 0 1,000 7,4981,222 9,720
非 金 属 鉱 物 0 0 0 0 908 1,125 458 2,491
一 次 金 属 0 0 0 0 0 0 1,500 1,500
組 立 金 属 0 0 0 0 1,30012,2809,511 23,091
機 械 装 備 0 0 0 0 0 107 3,987 4,094
そ の 他 製 造 業 0 0 0 3,000 650 20,38913,87237,911
鉱 業 0 0 0 0 0 700 600 1,300
林 業 0 0 0 0 0 0 0 0
水 産 業 0 0 0 0 0 0 、 500 500
建 設 業 0 0 0 0 0 0 0 0
運 輸 保 管 業 0 0 0 0 0 500 0 500
貿 易 業 0 0 0 0 0 100 0 100
そ の 他 0 0 0 0 0 358 2,165 2,523
不 動 産 0 0 0 0 0 0 0 0
計 0 0 0 6,0006,49854,28967,9ユ5134,702
(資料)第2図 と同 一 。
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れ て お り,今 後,自 動車 と先端 的 な電 気 ・電 子分 野 に まで広 が る な ど一層 の拍
車 が かか る と思 われ る。
4.小 結
以上で1991年末までの韓国の対 アジア製造業投資の方向性を地域別 ・業種別
に明 らかに した。即 ち,1980年代後半,と りわけ86年以降の繊維 ・衣服 を皮切
りに,そ して89・90年になると,電 気 ・電子 などの組 立金属分野 の対 アジア投
資が本格化 した。これは,比 較 的労働集約 的な分野か ら,順 次 的に国内で限界
に直面 した中小企業の多国籍化 の過程 に他 ならない。 このやむ を得 ない選択枝
であ った対 アジア製造業投資で あったが故 に,86・7年の直接投資の 「不安定
さ」 と 「優位 性なき」多国籍化,と い うNIEs型の脆弱さが表れた といえよ う。
しか も,依 然 と して対ASEAN投 資が最 も多 いとはいえ,88年以降対中国北
部投資が開始 されて以来増加 し続 け,91年には急激 な伸 びをみせてい る。すな
わ ち,.「リスクの多 い」 中国北部地域 を賃加工基地 として利用す る,新 規の労
働集約的基盤 の開拓 にほか ならなか った。事実,繊 維 ・衣服,履 物 ・革製品な
どの軽工業分 野は,早 くもASEANか ら華南経済圏 と中国北部ヘ シフ トした。
電気 ・電子 分野 にお いて も,比 較 的労働 集約的 な分野 はASEANの 中で も
フ ィリピ ンに シフ トす るな ど 「すみ分 け」が表れてい る。 この中で韓 国の大企
業 の多国籍化 も対ASEAN投 資を中心 に活発 とな り,企 業内世界分 業の拠 点
と して位置づ けられ る投資が本格化 していると思われる。つ ま り,部 品生産の
系列下の 中小企業 を戦略的 に地域 ごとに同伴す るな ど,ASEANの 域 内分業
の利点 を活か してい る投資 といえよう。
以上の ことか ら韓国企業の対外直接投資 の方向性 を総括す ると,国 内で限界
に追い込 まれた労働集約的 な分野の中小企業は次第に隣接 した局地経済圏へ の
シフ トが 目立つ反面,国 際統合戦略 に立 った電気 ・電子分野の大企業 は比較 的
その シフ トが緩やかであ り,依 然 として対ASEAN投 資 の比重が大半 を占め
ているといえよう。 これ は,韓 国の中小企業 と大企業が主 に日本 の独 占資本 に
アジア経済の国際的重層構造について(111)111
よる国際非戦略提携 に新 たに包摂された結果,そ れぞれ アジアの後発国 ・地域
の企業 と非戦略的提携 を進めてい ることを意味 しているのであ る。
もう一つ重要 な点は,以 上のような韓国企業の対アジア製造業投資の 「すみ
分 け」の存在を明 らかに した ことが,こ れ らのアジア経済圏 に 「重層性」が存
在 していることの解明に もつなが ってい ることである。
皿 お わ り に
以上の分析か ら次の論点を確 定で きるだろ う。
① 韓 国の80年代 末か らの対ASEAN・対 中国投資 の活発化 は,ア ジアでの
「新 形態」 を含 む直接投資の重層 的性格,す なわち 日本一NIEs-ASEAN一現
存社 会主義国16}とい う重層性の創 出と,ア ジア全域の一体 となった工業化の流
れの存在 を明確 に したが,そ れは同時 に 「新形態」=国際非戦略提携,つ ま り
多様 で出資に こだわ らない柔軟 な形態 を利用 した被投 資企業包摂手段の豊富化
を伴 った。 この場合,日 本の直接投資規定が早 くか ら投資の 「新形態」を公認
していた ことか ら判断する と(日 本の場合 の小数株合弁企業比率の高 さに見 る
ように),も ともとアジアで は実体 として広汎 に存在 してい た といえるか も知
れない。 しか も韓 国の直接投資規定にも投資の 「新形態」が重視されている。
この理 由の解明 は興味あ る研 究課題であ る。また,投 資 の新形 態の進展 と,
「生産効率型」か ら 「現地市場指 向型」・「国際企業協力型」への シフ トにみ ら
れる企 業結合関係 の複雑化 ・深化 との関連の研究 も今後取 り組まなければな ら
ない。
②企業活動の国際的重層性の進展は,各 国経済の緊密化 ・一体化 を進 めるテ
コの役割 を果たす ことになる。それは韓国企業に とっては,一 方で 日本企業 と
の関係 の深 ま り,他 方で のASEAN・中国企業 との緊密化 の中で の,生 産 に
16)ベ トナムを始めとするカンボジア,ラ オスのインドシナ三国 と北朝鮮が今後の標的になってい
くことはいうまでもない。すでにこの地域ではUNの 監視地域 となっており,軍事 的な制限を
加えることと同時に,ODAを 利用 した経済開発をも進めている。
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とどまらず技術 開発 に及ぶ国際的分業 と協 業の発展 を意味する。 この ことが も
た らす各国間経済関係への影響に注 目しなければな らない。またそれ は大 きく
いえば,「アジア経済の融合化」 とい うアジアの将来展望につなが っている。
③ しか し,こ の融合化傾向ば直線 的に発展す るもので はない。韓国の直接投
資 トレン ドの不安定性にみ るよ うに,当 然 のことなが ら国内外 の政治 ・経済諸
条件 の影響を受け,と くに重層構造 の中位 ・低位 に位置す る国 ほど,そ の不安
定性 は大 きくなる とみなければならない。それは同時に他面で国際非戦略提携
の更なる活発化につ なが るだろ う。
